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〔北海道農業経済研究 第14巻第2号 2009.2〕

資源争奪時代の北海道酪農の展望

酪農学園大学荒：＊和秋

I . 課題 まえ、農業構造および生産システムの違いから両

者の競争力の格差要因を明らかにし、今後の北海

世界的な穀物価格の上昇により国内食料品の値 道酪農の展開方向を検討する。

上がりが相次いでいるが、広範囲に影響が及んで

いるのが小麦粉の値上がりである。原料である小 II. 穀常り争・奪の様羨相と問題点

麦は米国、カナダ、オーストラリアに大きく依存

している。小麦価格上昇の要因の 1つは長引く

オーストラリアの旱魃である。そのため、現在進

められているオーストラリアとの貿易交渉による

市場開放は短期的には北海道農業に大きな打撃を

与えるばかりではなく、長期的には日本人の食料

確保の不安定さを増大することになる。

生乳生産の国全体の規模は、日本、オーストラ

リア、ニュージーランドの間には顕著な差はない

ものの、日本は国内向け産業であるのに対して、

オセアニア両国は輸出産業である。そのため、日

本酪農にとって両国は最大の競争相手であり、特

に北海道への輸入自由化の影響が大きい。現在進

められている日豪EPA交渉の焦点は酪農にある

といえよう。

日本酪農は先進国の中で競争力は最も弱く、一

方オセアニア酪農は最も強い。これらの競争力格

差は大きくは経営規模に由来するものの、単なる

農地面積および頭数規模だけにとどまらず酪農全

体のシステムに依拠している。

本稿では、日本とオセアニアの酪農の動向を踏

1 . 世界の穀物需給動向とその要因

世界の穀物生産は年々増加してきたものの、近

年それを上回る消費によって穀物在庫率が急速に

低下している。 1986/87年にはそれまで最高の

35.6 %あったものが年々低下し 2006/07年には

15.6 %と 1970年代の食料危機の水準まで落ち込

み、さらに低下傾向にある注1)0 

穀物需要増大の要因は、第 1に中国での食肉需

要の急増であり、第2に米国でのバイオエタノー

ル生産の増加によるものである。中国での食肉生

産および牛乳生産の伸びを 1995年と 2005年で比

較すると豚肉で3,205万tから 5,0ll万tヘ1.56倍、

牛肉で415万tから 712万tヘ1.72倍、鶏卵は 1,677

万tから 2,880万 tヘ1.7倍、牛乳は 576万tから

2,753万tへ4.8倍と激増している。そのため、飼

料の一部である大豆輸入量は 1997年の 279万 t

から 2005年には 2,659万tへと 9.5倍も拡大して

いるi主2)。

一方、米国におけるバイオエタノール生産は政

府よって推進されており、 2006年 1月にブッシュ
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大統領が打ち出した「先進エネルギー構想」に

おいては 2025年までに中東からの石油輸入量の

75 %減をうたっている。すでに 2005年8月に出

された包括エネルギー政策法ではエタノール生産

増を義務付けたことから、バイオエタノール生産

量は2000年の 61億 0から 2005年には 152億 Q

に増加している。また 2007年 1月の大統領の一

般教書演説では 2017年までにバイオエタノール

をはじめとするバイオ燃料を 1,330億0まで増産

することが打ち出されている注3)。これらの動き

を受けて、米国におけるとうもろこしの振り向け

先は2007年にはエタノール生産用が輸出用を上

回る事態が予想されている注4)0 

2 バイオエタノール生産および

とうもろこし生産の課題

バイオエタノールをはじめとするバイオ燃料の

生産は CO2排出量削減の有効な手段として注目

を集めているが、様々な問題点を抱えている。第

lに主原料となるとうもろこしの食用、飼料用お

よび燃料用という用途間の争奪である。第2に大

豆はバイオデイーゼルの原料になるが、大豆の作

付けがブラジルなどの熱帯林の伐採を加速させて

おり地球環境の悪化を招いている。第3にとうも

ろこしが穀物商品として投機的性格を強め価格上

昇を招いていることである。さらに以下のような、

主原料のとうもろこし栽培上の課題を抱えている。

第 1に米国の中西部で生産されるとうもろこし

を占める。そのため米国産とうもろこしの価格上

昇は日本の飼料価格高騰に直結している。

とうもろこしを主原料とする配合飼料価格は、

過去 20 年近く 3 万 5 千円~4 万円の間で推移し

ていたものが、 2007年4月には5万 3千円を超

える水準に達している。ただし、現在は配合飼料

安定制度に基づく補填が行われているため実質的

な値上げは抑えられているものの、飼料価格の高

値がこのまま推移すると、 2008年4月には補填

のための基金が底をつき、実質 1万2千円の値上

げが予想される注6)0 

飼料価格の高騰による畜産危機は輸入穀物に依

存する日本の危険性を如実に物語っており、現在

進められている日豪EPA交渉による安易な市場

開放の妥協に対して警告を発するものである。

注1) 柴田 [16]p.17参照。なお、同書は世界の食糧

需給の動向を克明に分析している。

注2) 農畜産業振興機構 [13]。

注3) 柴田 [16]pp.69-74を参照。

注4) 小泉 [10]は米国のエタノール生産の動向を詳

細に紹介している。

注5) ハイプレイン滞水層とも呼ばれ、これを利用する

諸州からの日本へのとうもろこしや小麦の輸出

量は全輸出量20%を占める。沖 [15]は世界の

水需給や水の移動（仮想水）の分析を行っている。

注6) 全国農業新聞2007年9月21日付け記事。

には大量の地下水が使用されているが、その供給 m. 日豪貿易交渉における論点と問題点
源であるオガララ滞水層の減少による地下水の枯

渇である注5)。第 2にとうもろこしの作付け増は 1. 貿易自由化論の限界

連作を招き、土壌の疲弊や病害虫の発生増加の原 貿易自由化推進の論理的根拠は、非効率な産業

因になることが懸念される。 部門から効率的な産業部門へと資本や労働力を移

3. 飼料価格高騰と畜産農家への影響

とうもろこしの最大の輸入国は日本であり、

2005年度では 1,670万 tと世界の貿易量の22% 

動させることで国全体の資源再配分による経済

効果を期待できるところにある注1)。この考えは、

非効率な産業である農業においても市場競争を通

じて生産資源を効率的な農家や農企業に集中すべ
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きとの考えと軌を一にする注2)。

しかし、今回の日豪交渉において、貿易推進

論の根拠を揺るがす重大な問題が発生している。

オーストラリアにおける大旱魃と農産物輸出国の

輸出規制である。これまで WTO交渉においては

輸入国の市場開放が中心議題であり、輸出国の輸

出制限については議論の対象外であった。そのた

め、輸入国の生存権を脅かす事態が憂慮されるの

である。貿易自由化の前提は、安価な農産物や鉱

物資源がいつでも無制限に調達できることであっ

たが、 WTOの自由貿易の理念が輸出国の輸出規

制によって崩れようとしている。

2. 日豪EPA交渉の課題

日豪EPA交渉の課題は、第 1にすでにふれた

ようにオーストラリアの農業生産の不安定性であ

る。不毛の大地を 7割抱え、慢性的な水不足と土

壌劣化を引き起こしていることからオーストラリ

ア農業は持続可能な産業ではないという指摘であ

る注3)。生産不安定な国に対して貿易の自由化を

行った場合、日本の食料基盤は不安定なものにな

らざるをえない。表lにみるようにオーストラリ

アにおける 2006/07年の05/06年に対する農業

生産水準の比率は、すべての農作物で50%を下

回っており、特に米は 18%と落ち込みが激しい。

その要因は畑作物においては単収の落ち込みによ

るものであるが、米は栽培面積が対前年比 16%と、

生産当初から水の確保ができなかったことを示し

ている。

第2に両国の面積規模の格差による競争力の格

差である。この格差については次のような議論が

ある。まず、日本がいくら農業の構造改革を行お

うとも土地条件の格差は埋められないため、生産

性格差の解消は困難であるという格差絶対論であ

る。この格差については日本とオーストラリアの

1農家（農場）当たりの面積規模の格差は、日本

が l.8haに対しオーストラリアは 3,385haである

ため2,000倍という数値が政府や研究者間で使わ

れている注4)0 

確かに表2の統計Aにみるように、 1農家（農場）

当たり面積格差は日本の l.76haとオーストラリ

アの 3,663haとの間で2,081倍ある。しかし、こ

の統計についての注意書きには、国によって農地

面積の定義に違いがあり、特に牧場・牧草地で砂

漠との区分が不明確な国が存在するとして、オー

ストラリアの農地面積に砂漠が算入されている可

能性が示唆されている。そこで牧場・牧草地を除

くと耕地・樹園地が4,794万haであり、別の統

計では統計 B にみるように耕地• 永年作物地は

4,860万haでほぽ同じ値であり、その場合 l農場

表 1 オーストラリアの主要作物の生産状況

田積しJJha) 且i収(t/ha) 生産（万t)
① ② ②I① ① ② ②／① ① ② ②／① 
2005/06 2006/07 2005/06 2006/07 2005/06 2006/07 

小麦 1,254 1,113 89% 2.02 0.88 44% 2,537 982 39% 
麦 大麦 445 399 90% 2.15 0.93 43% 956 372 39% 
類 オート麦 94 79 84% 1.81 0.80 44% 170 63 37% 
ライ小麦 35 33 94% 1.95 0.911 47% 68 30 44% 
ソルガム 77 46 60% 2.57 2.081 81% 197 95 48% 

他 菜種 98 94 96% 1.47 0.54'37% 144 51 35% 
の 綿実 34 14 41% 2.52 2.70 107% 84 39 46% 
作 米 9.9 1.6 16% 9.83 10.44 106% 97 17 18% 
物 ルピナス 83 50 60% 1.60 0.35 22% 133 17 13% 
-エンド--ウ 28 341121% 1.71. 0.43 37% 48 15 31% 

資料： ABARE, Australian Crop Report, No.142, 2007. 
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当たりの面積は 405haで日本との格差は 253倍と 注2) 本間 [5]は、自由な市場競争を通じて生産資源

なり一桁小さくなる。 を効率のいい農家、農企業に集中すべきである

さらにオーストラリアにおける部門別の農地 と主張している。

面積規模をみると、最も大きいのが牛中心の農 注3) 加賀爪 [7]は、不毛の砂漠が国土の 7割を占め、

場で 13,328ha、最も小さいのが酪農中心の農場で かつ農耕地でも様々な問題を抱えるオーストラ

225haであり、畑作はその中間に位置し l,635ha リア農業は持続的ではないと指摘している。

である注5)。 注4) 日豪EPA交渉に反対の立場を取る団体や関係者

これを北海道農業と比較すると、畑作（十勝地 は、日豪の農地規模格差2,000倍という数値を持

域）では 32haであり、オーストラリアと依然と ち出している。例えば、鈴木 [15]は「埋めら

して約 51倍の格差があるものの、酪農において れない土地条件の圧倒的格差」として、また元

は北海道の 67.2haと3.3倍の格差しかない注6)。 木[11]は「日豪の農業構造の格差が大 (1,800倍）

したがって、日豪間の規模の大きな格差は存在 であるため、日本が農業の構造改革を努力して

するものの、北海道農業との差は小さくなる。また、 も競争は無理」と主張している。

酪農についてみると規模格差は一層縮小する。い 注5) 農業部門別にみると畜産と耕種で大きな差があ

たずらに誇大な規模格差を強調して競争の意味が るものの、酪農は最小である（経済協力開発機

なさないとする日本農業ギブアップ論は、日本農 構 [8])。

業、特に北海道酪農の発展を阻害することになる。 注6) 北海道の畑作農家の正確な平均耕地面積の統計

注1) 浦田 [17]は、 FTAによる非効率部門の生産縮

小が生じさせる労働者の失業などに伴う調整コ

ストも大きいことも指摘している。

はない。そこで、十勝地域の 1戸当たり耕地面

積を推計した。 2005年における十勝管内におけ

る畑作4品の面積 123,440haを、販売農家数6,596

戸から畜産農家2,773戸（豚、採卵鶏について

は2004年）を除いた3,823戸で除して推計した。

表2 主要先進国の農地の状況と日本との対比

： 

日本 l豪J小II米国 I: EU 
: : ： 

地・樹園地（万ha) 474 !4,794!17,550! 1,957 ......................................................... …•…............ …….............................. ,,_, ................. _………………・・・・・・ … 
統計A 牧場・牧草地（万ha) 43 i 39,156123,3801 1,012 
悶証1::::・ニ：農地畠詞•積：．．．．．．：孟応翡誓塁翌？ふ••••は霊．．．：
を含め．．．．．．．．……••農場'(藤蒙）薮窃芦）．．．．．．．．．．．．．．．亙弱::fT"""12··…-r・・・・ 互弱""'1'・・・・・・"66:・4""'"'
た場合……………...i藤蕩お面積・cha:r・..・・・・・・・・・・・・.... "i万if""「蒻商↑""'i弱ゴ........44万．．．．．．．．．
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．喫阻末......................…….................... ,h  ................................. …............................... 

1 l 2,081 i 109 i 25.4 
統計B

地・フ 地万ha 4 76 1 4,860 117,8071 8,526 

含めなr●●：：：：:: 二麗遍~麗堕駆聾〗::・・・・・ニ：：= :::?.~!f王:r:::::t互二『：・・・・・図亘::r:::亙哲．：・エロ；
い場合 1戸当たり面積(ha) 1.6 i 405 i 83.6 i 12.6 …………••••• •••••••••…............................................. ……......................................................... 心......................…•• 

対日本 1 i 253 i 52.3 i 7.9 

資料：統計Aの農地については矢野恒太記念会「世界国勢図会2006/07」2006年、統
計Bについては農林水産省統計部「ポケット農林水産統計平成 17年版」2005年。
原数値の年次は2000年から 2002年である。

注 1)統計Aの農地面積については「国によって定義が大きく異なる。特に牧場・牧草

地で砂漠との区別が不明瞭な国があるので留意されたい。」との注意書きがある。

注2)農場（農家）数は、日本は総農家数 (2004年）、オーストラリアは22,500豪州ドル
以上の農場数、アメリカは 1,000ドル以上の販売農場数、EUはlha以上の農場数。

注3)統計Aではフランスの数値を、統計Bでは EU-15の数値を用いた。
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ただし、畜産農家の中には複合農家

も含まれるため、それらの畑作面積

が全畑作面積に加算されていること

から、やや過大な数値になっている。

酪農経営の 1戸当たり耕地面積は、

全道の牧草および飼料用とうもろこ

しの面積607,lOOhaを2004年の酪農

家数9,030戸で除して推計した（数値

はいずれも北海道農政部編『平成 17

年度北海道農業・農村統計表』）。



N. 日本酪農とオセアニア酪農の比較

1. 日本酪農とオセアニア酪農の構造変化

すでに見てきたように酪農においては日豪間の

規模の格差は耕種部門ほど大きくはなかった。そ

こで日本とオセアニアとの比較を過去 10年間の

動きからさらに踏み込んで行ってみる。表3は、

日本、北海道、ニュージーランドおよびオースト

ラリアにおける酪農の生産構造について比較した

ものである。まず、農家数の変化をみると、過

去 10年間の減少率は、日本では44%、北海道で

は32%に対し、ニュージーランドでは 19%の減

少率に留まっている。しかしオーストラリアでは

38 %と日本に近い減少率である。これば）、卜l間の

流通規制緩和により競争力の弱い1'1-1での酪農家数

の減少によるものである注1)。しかし、生乳生産

量をみると日本および北海道が微減ないし微増で

あるのに対し、ニュージーランドは69%、オー

ストラリアは23%増加している。農家数が減少

する中で生産量の変化がないか増加することは各

国とも l戸当たりの規模拡大が進展しているこ

とを意味し、日本は43%、ニュージーランドは

67 %、オーストラリアは68%の規模拡大を遂げ

ている。

一方、家畜生産性を表す乳牛 l頭当たり乳量

（個体乳量）は日本、オーストラリアがいずれも

表3 日本酪農とオセアニア酪農の比較

11%の増加、ニュージーランドは25%増加して

いるものの、個体乳量の水準は、日本が2006年

で7,730kgであるのに対し、ニュージーランドは

3,834 kg、オーストラリアは5,034kgと大きな差

がある。こうした家畜生産性の差はニュージーラ

ンド、オーストラリアが牧草など自給飼料を飼料

としているのに対し、日本は輸入穀物に大きく依

存しており、そのことが生乳の生産コストおよび

乳価の水準に反映しており、日本はオセアニアの

4倍の水準になっている注2)0 

2 日本とオセアニアの競争力格差

生乳コストおよび乳価を大きく規定している要

因として飼養形態の違いが大きい。オセアニア各

国が通年放牧であるのに対し日本は通年舎飼いが

主流である。そのためオセアニアでは牧草収穫や

ふん尿散布の作業が基本的には行われないのに対

し、日本は牧草およびふん尿の貯蔵を行うことか

ら搬入および取り出し作業を中心とした迂回生

産、処理工程と称される複雑な工程が形成されて

いる。そこでは機械、施設、労働、エネルギーの

投入を行うことから生産コストの上昇を招いてい

る。

このほか日本とオセアニアの競争力の差につい

て、特にニュージーランドとの比較を行うと、第

1に農地制度においてニュージーランドは農場制

であるのに対し、日本は零細分散

年次 日本 北海道 ニュージーフンド 豪小M

錯圃制のため放牧が困難であり、

また機械作業の効率を低下させて

いる。第2に搾乳施設がニュー

ジーランドはすべての農場でミル

キングパーラーが利用され機械化

されているのに対し、日本はまだ

一部の農家にしか導入されていな

い。第3に経営継承制度の違いで

ある。日本は一子無償譲渡制度

農家数 (!)② 1290② 9065;(((j) 90415/9065) ) 42675,,666% 000 0 1826,,5869% 00 0 11148,,168% 489 3 
14．8,．1．．4．6．．4 ．6 ．．．． 

（戸） ．．．．  ............... .. ............. 
.. ....8 .6..， • 2% .. 

生産量 (!)② 2190② 9065/(((!) 904/5/9065) ) 
839 340 868 821 

．．．．．． 809 .........3...7...8 ......... 
::::::::::: ニニi1A69?.%9::::: 二：：：：：：：：： .....．11.．.．.．2,.．.0．.．3.．.．0.．% .．.．9 .．.．.．.．.．.． . （万t) ．．．．．．．9．．．．7．．．% ．．．．．．．．． ．．．．．．1．．．0．．．2．．．．% ．．．．．．．． ．．．．．  

平均規模 -(!)・② 1290②9065／((① 90415/906) 5) .. 
27.4 40.2 193 133 
．．．．．． 39.3 ........5...7......2 ........ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3．．．2．．．2 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．． 224 

（頭I戸） ......1...4...3...% ......... ．．．．．．1．．．4．．．2．．．．% ．．．．．．．． .. 167% ．．．．．1．．．6．．．8．．．% ．．．．．．．．． 

個体乳量 一(1)゚2 2190②9056／({① 904/5/9056/ ) ．． 6711,,97173% 9 0 771,,026669% 2 2 332,,08553% 0 4 4511,,50153% 0 4 
(kg/頭） .... .. ．．．． ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 ................. ... . .. 

資料： Da切 Australia,Australian Dairy Industry In Focus 2006, 2007; LIC, Dairy Statistics 
2005-2006, 2007; 北海道酪農協会「酪農情勢資料 (Hl9)」2007年。
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であるのに対し、ニュージーラ



ンドはシェアミルキングシステムによる農場の買

取制度が行われ、能力のある後継者ないしは新規

参入者しか農場の継承はできない仕組みになって

いる。第4にニュージーランドでは生産資材の自

己調達のため低価格資材の導入努力が行われてい

る。第5にニュージーランドではコンサルタント

や銀行による経営指導が行われ、また農家間の情

報交換によって経営改善が行われている。第6に

ニュージーランドの乳業メーカーはすべて農家が

所有し、利益還元が農家に行われ経営努力を刺激

している注3)。

以上のように、日本とオセアニアとの間で生乳

コストの大きな格差が存在しているものの、さら

に最近、品質面での格差も広がりつつある。典型

的にはオセアニア両国における有機酪農の展開に

みることができる。

注1) 小林 [9] は、オーストラリアの飲用乳市場に

おいて州間の競争力の調整を行うための規制が

2000年に撤廃されたことで、競争力の強いビク

トリア州の牛乳が、シドニーなどが存在する国

内最大の市場であるニューサウスウェールズ朴I

に流れ込み、競争力の弱い同州の酪農家が減少

していることを解説している。

注2) 国別生産者乳価については、 2004年の各国の酪

農および乳業統計（北海道酪農協会 [5])、生産

コストについては、フォンテラのデータ (2003

/04 年のものと推定）（井上• 横田 [7])を1米

$ = 120円で換算した。

注3) ニュージーランドでは乳粟会社の株式を酪農民

が所有し、利益還元が農家に対して行われるこ

とから、国際市況が好調な年には高い乳価とな

る（荒木 [l])。

V. オセアニアにおける有機酪農の展開

オセアニアにおける有機酪農の進展は国際的な

有機畜産基準ができた2001年からである注1)。オー

ストラリアは世界有数の有機農業大国であり、

2004年における有機栽培面積は 1,250万haで世

界最大である。

1 . 有機酪農場の経営構造

そこでオセアニアの有機酪農の展開についてふ

れてみたい。表4の左欄はオーストラリアのビク

トリア州サウスギプスランドにおける有機農場と

慣行農場の概要である。乳牛飼養頭数は有機農場

で 90-180 頭、慣行農場で 330~500 頭であり慣

行農場の規模が大きい 二
ーヽ ゞ

。 ューンーフ／卜、オー

ストラリアの有機農場に共通する点は、基本施設

は搾乳場のみで畜舎はなく、主要機械はトラク

ターであり牧草の収穫調製作業はコントラクター

に委託している。

次に表の右欄はニュージーランドの代表的酪農

地帯であるワイカト地方における有機酪農場の概

要をみたものである。 4事例のうち 3事例が家族

経営であるが、 1事例は株式会社である。家族経

営の搾乳牛頭数は 140-150頭であるが、株式会

社は 1,900頭と巨大である。株式会社は 2つの農

場をもち、 1,200頭が有機農場で700頭ば慣行の

農場である。有機農場で疾病になった乳牛ば慣行

農場に移され、治療が行われる。有機農場では医

薬品が使えないため慣行農場が緩衝帯の役割を果

たしている注2)0 

2. 有機酪農の技術

有機酪農の技術についてみたのが表5である。

両国に共通している点は、第 1に牧草の種類が多

種であり、牧草の範疇に入らない植物も多い。第

2に雑草はアザミやブラックベリーであり共通し

ている。第3に雑草防除は人力ないしは機械除草
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表4 オセアニア有機酪農場の経営概況

事例農場
一丁41
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注）雇用の Fはフルタイム、 Pはパートタイム、搾乳場のHはヘリンボーン、 Rはロータリーで数はミルカー数。

表 5 オセアニア有機酪農場の有機技術等

事例農場
オーストラリア(2007.7) ニュージーフンド(2004.3)

1 2 3 1 2 3 4 
開始年次 1980、（認）2000 （認）2005 1980、(~忍）1990 1998 1998 2000 1999 
認証機関 BFA NASS NASS Bia・Gro Bia・Gro 

開始理由目
気家牛多畜と発商土時をの痛に健感牛康。病 肥料の効果が出な 農持薬使病解用による喘息 場利（ニを益開ッ追拓チ求） 市 I自び分環達境、家畜良およ 土、康草の、牛の健 コスト削減

的 かったため 消のため にい ため！I 

チコリ、ナタ チコリ、プレンタ ハーブ、メイズ、ヒ オオバコ、 WC、 フイグラス、 PR、WC、
ネ、ブラシカ、 イン、 PR、WC マワリ、 RC、チコ

RC、ーチラカコイ、リ麦、カ、フェ
WC、チコリ ハープ、チコ

PR、WC、 リ、プランテン、 スト モガ リ、オオバ
牧草 在来種5種 ターナップ、ソルガ ヤ、 、ハー コ、ロータス

I 

ム、在来種19種 ブ、 Ti、Ru、スズ （ミヤコグサ）

iI メノチャヒキ（プ
ローム） TY 

ブラックベリ アザミ、ハ
アザミ、サワ

アザミ、サワギ ギク、 BB、カ

雑草
（手刈り）、アザ

ブラックベリー プラックベリー
リエニシダ

ク、プラックベ
サワギク、プ ナディアンフ

ミ、サ（塩ワ）ギク （ゴース）、
リ

ラックベリー
リーバーン（ム

サワギク
カショモギ）

ホウ（手刈り）、
I 機械刈取、 ｀ 人手による引き 1 人手除的去、生

除草 人手刈取、塩 機械除草 7ェンス付近は 人手刈取 抜き刈り取り 物学コント追播
人手 ‘ ロール、焼却

蜂蜜、 ホメオパシー、 リII ハードロプレマ、ンイガチート（）酢リッ 農治療場後へ慣移行行
ホメオパシー・ ホメオパシー

病気対応 ンゴウ酢ォ、シルバーク、 、 ド ハーブサ治ー療ジ、マッ 獣医 ‘ ホメオパシーホメオパシー
ーター

大麦、小麦、大 I小麦、大乾麦草、 I 

有機飼料
麦と小麦交雑種 ワラ、

大麦（購入）

出荷先
有機酪農協→ 1 有機酪農協→ 1 有機酪農協→ グリーンバ

フォンテラ フォンテラ フォンテラファームレット、
レー（自社）ファームレット ファームレット レッドヒル

プ1曲レミア裕ム 30% 30% I 48% 28% I 10% 
I 
10% 

注）牧草品種で、 PR=ペレニアルライグラス、 TY=チモシー、 WC=ホワイトクローバー、 RC=レッドクローバー。
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である。第4に病気対応はホメオパシー治療や

ハーブなどが使われている注3)。第5に出荷先は

ニュージーランドが自社かフォンテラ（国内最大

の乳業メーカー）であるのに対し、オーストラリ

アでは有機酪農協である。第6に慣行酪農場の牛

乳に比べて出荷価格プレミアムはニュージーラン

ドが10-30%であるのに対し、オーストラリア

では30-50%と高い。第7にオーストラリアの

有機農業の歴史は古いものの、有機認証を受け

たのはニュージーランド、オーストラリアとも

2001年前後である。

したがって、オセアニアにおける有機酪農の歴

史は新しいものの徐々に広がりを見せており、日

本での有機酪農が一向に進展しないこととは対象

的である。オセアニアで有機酪農が急速に展開し

ている要因として、第 1に給与飼料における牧草

の比重が大きいため、農薬がほとんど使われてお

らず有機畜産への移行が容易なこと、第2に通年

放牧のため有機酪農の柱である家畜福祉の基準を

クリアできること、第3に有機農業に対する酪農

民の意識が高いこと、第4に有機農畜産物が消費

者に受け入れられていること、などである。

有機酪農の比重はオセアニア両国においてはま

だ低いものの、有機酪農の技術は確立しており、

オセアニア両国の牛乳、乳製品の品質を高める牽

引役を果たしており、乳製品の輸出戦略の有効な

武器になるものと思われる。

注 1) コーデックス委員会総会において有機畜産のガ

イドラインが2001年7月に採択されて以降、各

国でも有機畜産の本格的な展開をみせている。

注2) ニュージーランドでは有機牛乳、乳製品市場が

新たな市場であるとして、酪農会社が有機酪農

への転換を図っている（荒木 [2])。

注 3) ホメオパシーは代替医療の一種で病気を起こさ

せた根本の原因を治療しようというもので、「同

様なものは同様なものを治す」という類似の法

則の考えによって、少量の毒を与えることによっ

て体の自然治癒力が引き出され、それによって

病気を治癒する方法である（ウィキメディア財

団 [18])。

VI. 北海道酪農の展開

オセアニア酪農がコスト低減、有機酪農の展開

による品質向上や乳製品開発を行っているのに対

し、日本酪農、特に北海道酪農はどのような展開

を辿っているかみてみたい。

1 . 大規模化・高泌乳牛化の進展と課題

北海道における規模拡大の様相を年間検定成績

資料（北海道酪農検定検査協会）から見ると、年

次を経るに従い規模拡大が進み、農家数増減の分

岐点が上昇している記）。例えば出荷乳量300t台

のピークが2000年であったが、 400t台のピーク

が2002年、500t台のピークが2003年であり、年々

上昇してきている。最大の産乳量である 2,000t以

上（平均3,160t)のメガファームと称される農家

数は年々増加し続けており、 2006年においては

全道で90を数えている注2)。メガファームの地域

別農家数では十勝が圧倒的に多いものの、草地

型酪農地帯である釧路や根室でも増加している。

2006年におけるメガファームの数は十勝が45、

釧路8、根室10、網走9となっている。

大規模化の特徴は、大規模層ほど個体乳量が多

く、また濃厚飼料給与量も多いことである。しか

し、濃厚飼料量の産乳量に対する効率を表す飼料

効果は大規模層ほど低下している。例えば2,000t

以上台では個体乳量9,627kg、濃厚飼料給与量

3,567 kg、飼料効果2.7に対して 500t台では個体

乳量8,757kg、濃厚飼料量2,883kg、飼料効果3

である。

大規模化の進展は生乳の生産コストや農家経済

にも変化をもたらしている。表6は搾乳牛頭数規
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表6 搾乳牛飼養頭数規模別農業所得（北海道、 2005年）

"'-'30頭 30'"'-'50頭 50,......,80頭 80'"'-'100頭 100頭～
農

③共済―②掛共①金済農・ー・業補ー補所助助得金金積（千等立円（千金）円等）（千円）

4,033 8,209 10,214 15,582 18,074 
業 1,665 2,259 3,786 4,919 7,593 
所 556 871 1,410 1,769 2,822 
得 ④実質農業所得（千円）（①迄）＋③） 2,924 6,821 7,838 12,432 13,303 

経
農業粗収益（千円） 17,330 32,440 49,219 71,317 111,231 

営
農業経営費（千円） 13,294 24,231 39,005 55,735 93,157 
搾乳牛頭数（頭） 19 39 62 87 131 

概
況

生乳生産量(t) 139 300 485 721 1,101 
経営耕地面積(ha) 18.5 35.3 54.9 50.2 82.4 

資料：北海道農林統計協会「北海道農林水産統計年報 (2005-2006)」2007年。

模別の生産費の年次別推移を 1985年以降 5年毎

にみたものであるが、各年次とも大規模層ほど生

産費は低下していた。しかし、年次を経るにした

がって大規模層において低減効果が薄れてきてい

る。 2006年の生乳 1kg当たり生産費では 80頭以

上では 61円であるが、 100頭以上では 60円と差

がなくなっている。

また農家経済についても表7をみるように 100

頭以上層の実質農業所得は 1,330万円と最も多く

なっているものの、 80-100頭層の 1,243万円と

差がなくなっている。

2. 農場制型TMRセンターの進展

北海道における飼料生産の組織化の歴史をみる

と、機械の共同利用組織、協業組織、コントラク

ターなど自給飼料の収穫・調製組織が展開してき

たが、いずれの組織も農地所有の壁を乗り越える

ことができず、農地の分散による作業効率の低下

をきたしてきた。その弊害を解消するための手段

として登場したのが農場制型 TMRセンターであ

る注3)。すでに北海道では府県型の TMRセンター

が 1995年に設立されているが、新たな組織形態

としての農場制型 TMRセンターであるオコッペ

フィードサービス (OFS、興部町）が 1998年に

設立され、それ以降この組織を参考として次々に

農場制型 TMRセンターが作られてきた。 2004年

までの増加のテンポは緩やかであったが、 2005

年には一気に 10の農場制型 TMRセンターが設

立され、 2007年には 25組織が設立され、うち 24

組織がTMRの供給を行っている。

農場制型 TMRセンターの成果は、大きくは飼

料生産での成果、 TMR利用による成果、そして

会社運営による成果の 3つに区分される。まず、

飼料生産についてみると、①労働の軽減、特に女

性の出役からの解放、②農地の集中による作業効

率の向上、③良質粗飼料の確保、④所有機械の減

少、これらによる⑤飼料生産の低コスト化である。

さらに⑥デントコーン栽培による飼料自給率の

向上などである。 TMR利用に関しては、⑦TMR 

給与時の自走給餌車などの利用による給与作業の

大幅な省力化、⑧年間を通して均質かつ高栄養の

TMR給与による個体乳量の増加である。会社運

表7 搾乳頭数規模別生産費の推移（北海道、単位：円I1),) 

1豆貞,..,_,5豆頁,..,_,10豆員,..,_,i 15頭'"'-'I20頭～ 30頭"'50頭"'80頭"':100頭～
1985年 94 97 96 ! 89 79 77+73 
1990年 94 87 73 i 69 62 59 56 

62 ! 1995年 95 81 77 64 62 
2000年 92 I 90 83 71 I 66 64 ＇ 

2006年 105 I ＇ 85 73 : 67 61 I 60 

資料：北海道農林統計協会「北海道農林水産統計年報J各年次。
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営に関しては⑨自給飼料の正確なコスト把握、⑩

構成員が共通の飼料を使うことで技術や経営管理

の情報交換が行われるようになり経営改善に結び

ついていること、その他、ふん尿散布については

これまで離れ地の所有地までふん尿を運搬してい

たものが、隣接地の他組合員の農地へのふん尿散

布が可能になったことで、ふん尿処理作業の効率

が向上したことである。

OFSの自給飼料の生産コストについて計算する

と、 TDN収量は 2003年の 2,056tから 2005年に

は2,049tと大きな変化はないものの、自給飼料総

費用は同期間で5,797万円から 7,782万円に 34% 

増加している。 2005年は、減価償却費が2003年

に比べて 1,000万円近く増えていることが主な要

因である。これは、同年において特別償却を行っ

たことから償却費が大きく膨らんだためで、その

結果、 TDN1 kg当たりコストは28.2円から 38円

へと増加している。

これを同じ地区の個別経営7戸の 2005年のコ

ストと比較すると OFSの28.2円に比べ、 7戸の

多くが 30~40 円台で平均 33.8 円であり 20 %高

くなっている。 OFSは地区農家と比較してもコ

スト面では優位な位置にある。

次に農業所得の推移を見たのが図 lである。設

立前の 1997年では、所得がマイナスの経営が2

戸あったものの、設立後の 2000年には黒字に転

換し、すべてが所得を大きく伸ばしている。しか

し2003年には 2戸が所得を大幅に減少させるも

のの、この2戸は2005年には再び増加させている。

ただし 2005年は生乳の生産調整が実施される前

年で、その影響が出始めた年であるため、他の 4

戸がやや所得を減少させている。これら 7戸の平

均値をみると、農業粗収入では設立前 1997年の

約4,000万円から 2000年には 5,333万円、 2003

年には6,681万円に急増し、 2005年には 7,033万

円になっている。この間、農業経営費は3,801万円、

4,497万円、 5,832万円、 6,148万円と伸びている。

2,000 

1,500 

1,000 

500 

゜・500 

万円

農家番号

● 1997年●2000年口2003年口2005年

図 1 OFS参加農家の所得の推移

その結果、平均所得は設立前の 1997年には 275

万円であったが、設立後の2000年には836万円、

2003年には849万円、2005年には885万円と年々

伸びている。

農場制型TMRセンターの最大の意義は、農地

の所有意識を弱め農場制農業に近い営農システム

が形成されたことである。また、地域農業の担い

手として、耕作放棄地発生の防止につながってい

る。さらに、 TMR供給によって農地や飼料生産

の機械、施設への資本投下を回避することができ

新規就農の受け入れを容易にするなどのメリット

もある。

しかし、いくつかの課題も抱えている。第 1に

一層の分業化の推進によって生産規模の拡大によ

る所得の拡大を目的とするものの、生産調整に

よって生産規模拡大が阻害されている。第2に適

正規模の問題で、組織規模が拡大することで農地

の分散が拡大し、作業効率の低下と TMR価格の

上昇を招いている。第3は補助金期待による安易

な設立で、将来の経営不安を招く恐れがある。第

4にTMRは本来購入飼料を基本とするため高泌

乳牛酪農が志向された場合、飼料自給率の低下を

招く恐れがある。第5にコスト低減のために組織

が抱える条件不利農地の排除による耕作放棄地の

発生である。今後、農場制型 TMRセンターの利

点を生かすことが新たに登場した地域の生産組織

に求められている。
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3. 集約放牧による成果

1)集約の放牧の技術構造

北海道酪農は輸入穀物に依存しながら個体乳量

を高めてきたものの、高コストの生産構造と飼料

穀物価格の高騰によって行き詰りをみせている。

そこで注目されているのがニュージーランドから

導入された集約放牧技術である。

これまで広く行われてきた粗放的な放牧は、牛

舎の出し入れに労力がかかることや粗放な土地利

用のため個体乳量が落ちるものと考えられてき

た。これらの問題点を克服したのが集約放牧であ

る。その技術内容は放牧地を電気牧柵で区切り小

牧区を作り、さらに牧道で牛の動きをコントロー

ルしながら利用する牧区を毎日変える輪換放牧に

よって、草地の利用率を最大限に高めることであ

る。小牧区では短い草（草丈 15-20cm) を何回

も繰り返し利用する。短草は栄養価が高く、消化

率も高くなり、またクローバーなどの高栄養の牧

草が繁茂する。以上のように短草と高栄養牧草品

種の活用によって濃厚飼料を大幅に減らす酪農の

飼養方式•土地利用方式が集約放牧である。日本

での集約放牧が最も成功している地区が足寄町で

ある。

2)足寄町の成果

でいない。 2005年は生産調整が始まる前の年で秋

以降生産抑制の動きが見られたことから、集約放

牧転換前の 1996年と転換後の2004年を比較した。

1996年に比べて 2004年で生産乳量を落として

いる農家は 7戸中 2戸であり、 5戸は増加させて

いる。減少させた農家は高齢化によるものや生活

のゆとりを求めてであり、放牧転換が原因ではな

い。 7戸平均ではこの間 32ltから 338tへと 5%

伸びている。次に、経営収支（組合貝勘定）の推

移をみたのが図2である。 1996年と 2004年を比

較すると粗収益では 2,782万円から 2,948万円に

6%増加しているものの、農業支出は 2,035万円

から 1,659万円に 18%減少している。特に飼料

費は 704万円から 555万円へと 21%も減少して

いる。その結果、農業所得は 747万円から 1,289

万円へと 73%も増加している。集約放牧の効果

はすでに転換2年目の 1998年に農業所得 1,192

万円という数値にも現れており、これは 1996年

に比べ60%も増加している。この間、経産牛頭

数は48.2頭から 47.3頭へとむしろ減少している。

ただし農地面積は 52haから 64.3haへと増加して

いることも購入飼料費の減少に貢献している。経

営の効率を示す農業所得率は 26.9%から 43.7% 

へと大きく増大するとともに、支払利息も 96万

円から 39万円へと減少し、負債が大きく減少し

足寄町では 1997年に国の事業である

「集約放牧技術実践モデル事業」（事業費

4,600万円、補助率47.6%)を 7戸の農

家が導入して牧道、電気牧柵、給水施設

の工事を行い、 1998年には年間を通し

た集約放牧を行っている。しかし、全員

が昼夜放牧に移行したものの、集約放牧

の特徴である小牧区の輪換放牧を止めて

大牧区に移行した農家もあり放牧技術の

内容は農家間で差がある。これら農家7

戸の 10年間における生産乳量の序列は

万円

3,500 

3,000 

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

゜
ほとんど変わっておらず規模拡大は進ん

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 

ー◆一粗収益→←支出ー・—所得-+-飼料費

図2 放牧転換農家の経営収支
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たことを裏付けている。

集約放牧の効果は地区全体にも広がりを見せて

おり、旧足寄開拓農協管内の農家の農家経済階層

区分をみると A階層（元利償還可能農家）の比

率が 1997年では 40%であったが、 2003年には

89 %へと増加し、地区全体で経営改善が行われ

ている。

ンターとは組織構造が基本的に違うことを指摘

している。前者はすべて購入飼料を原料とする

飼料配合工場であるが、後者は構成員の農地を

基盤にそこで生産される自給飼料と購入飼料を

混合して TMRが製造される。つまり、後者は

TMRセンターと飼料生産協業組織が合体した形

態を基本形態としている。

3)放牧の意義

これまで北海道酪農は輸入穀物の多給によって

生産乳量や個体乳量の増大を追及してきた。しか

し、乳量を増大することが必ずしも所得の増大に

つながらず、過重労働、乳牛の疾病の増大や寿命

の短縮などが問題となってきた。また飼料自給率

の低下を招いてきた。

集約放牧は牧草の栄養価を最大限に活用するこ

とで配合飼料費を節減し飼料自給率を高める方法

である。それと同時に牛の行動を活用することで

省力および低コストの生産構造によって所得の増

大をもたらしている。さらに牛が放牧地で自由に

動き回ることで牛の健康を保持している。放牧に

よる労働軽減はゆとりのある生活を可能にするこ

とで新規就農者にも受け入れられている。

注1) 2006年における酪農家の乳牛検定組合への加入

率は62%である

注2) メガファームの定義は年間出荷乳量 l千t以上や3

千t以上など定義が異なる。ここでは乳検農家年

間出荷乳量2千t以上の階層をメガファームとした。

注3) 荒木 [3] は、 TMRセンターと農場制型TMRセ

VII. 日本農業と北海道酪農の課題

1. 財政支出の日本とオセアニアの比較

日本とオセアニアの酪農を比較すると、オセア

ニアでは生乳生産量が増大している一方、日本で

は生乳生産量は停滞し酪農家数は減少している。

では、農業への財政支援が両者でどのように働い

ているのかみてみたい。

まず、 OECD加盟国の債務残高の対 GDP比は、

先進各国が減少ないしは抑制しているのに対し、

日本は 1998年の 111%から 2006年の 179%へ増

大し異常な値を示している。日本とは対照的に行

財政改革が成功したニュージーランドはこの間

50 %から 25%に減少させている。

では、各国の農業支援はどのような状況になっ

ているのであろうか。表8は、農業政策に基づく

農業への助成である生産者支持推計額 (PSE) の

推移を、農業粗生産額に対する比率(%PSE)で

みたものである注1)。2005年の水準から 3つのグ

ループに分けることができる。第 1グループは

55-70 %の高位支持グループ、第2グループは

15-35 %の中位支持グループ、第3グループは

表8 OECD加盟国の生産者支持推計 (PSE)の推移

ド
ア
ン
リ
ラ

一

ラ

一

エ

ト

ジ

ス

ウ

ダ

ス

一

7
ル
国
本

u
ナ
国
一
ュ

ス
ノ
韓

H

E
ヵ
米
オ
ニ

1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年-1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
77.5 78.4 77.3 67.9 74.5 75.0 67.6 2.8 73.8 65.5 68.5 69.5 70.4 74.5 72.0 70.4 73.l 70.9 68.2 68.2 
71.7 72.1 68.1 65.2 71.9 72.2 69.4 69.1 69.0 64.8 65.8 68.9 71.0 71.7 66.9 66.7 74.4 71.5 66.6 64.3 
56.4 68.9 75.5 75.4 74.5 74.0 72.3 72.7 73.1 72.0 64.1 63.0 56.5 65.4 66.5 62.1 65.3 61.2 62.9 63.0 
64.8 64.6 61.9 56.8 51.7 51.5 56.7 57.6 62.7 62.2 57.7 54.2 58.2 60.1 60.1 56.4 58.3 59.4 57.6 56.0 
43.0 41.6 37.5 29.4 32.8 38.9 35.6 38.1 36.6 35.7 32.9 33.8 36.7 39.2 33.7 32.0 34.8 35.9 33.0 32.4 
38.0 40.3 29.5 27.0 34.5 35.7 28.7 24.7 20.6 19.6 15.5 14.4 16.8 18.0 19.9 15.9 21.2 24.5 20.7 20.5 
24.3 23.6 lB.8 21.B 17.1 17.3 16.7 17.B 14.8 10.4 13.5 13.B 21.9 25.7 23.6 22.4 18.4 15.0 16.2 16.0 
11.9 9.0 4.2 6.2 9.8 8.0 6.0 11.4 10.7 7.3 7.5 6.9 6.6 6.4 4.5 4.2 5.9 5.1 4.8 4.8 
20.3 9.1 4.3 2.9 2.8 2.4 1.8 1.6 2.3 2.6 2.0 2.1 1.6 1.6 1.0 0.6 1.5 2.0 2.2 2.6 

資料：経済協力開発機構 [8]。

注）表中の数値は生産者支持推計額 (PSE)の農業粗生産額に対する比率。
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5%以下の低位支持グループである。第 1グルー

プはスイス、アイスランド、ノルウェーのヨーロッ

パの小国と日本、輯国の東アジアの両国、第2グ

ループは EU、カナダ、米国の欧米諸国であり、

第3グループはオーストラリア、ニュージーラン

ドのオセアニア両国である。各国とも支持を減ら

しているが、日本は 1986年の 64.8%から 2005

年の 56.8%へと減少しつつも高水準にある。こ

れに対し、ニュージーランドの%PSEは同期間

に、 1986年の 20.3%から 2.6%へ、オーストラ

リアは 11.9%から 4.8%へ、カナダは 38%から

20.5 %へ、それぞれ大幅に低下している。

このようにオセアニアは生産者支持が低下して

いるのにもかかわらず、酪農を含め農業生産を伸

ばしている。一方、日本では生産者支持は高い水

準にあり、政府の農業予算は 2000年の約3.9兆

円から 2005年には約 3兆円に減少しているが、

農業の付加価値である生産農業所得は3.3兆円か

ら3.7兆円の幅でほぽ同額であり、農業政策とそ

れに基づく補助金の効果が表れていないことを示

している。日本農業における政策予算の効率の悪

さが如実に現れており、農業財政支出内容の再検

討が必要である。

2 北海道酪農の課題

北海道（日本）酪農とオセアニア酪農を比較す

ると様々な点で北海道（日本）酪農が抱える問題

点が明らかになった。第 1は飼料構造である。オ

セアニア酪農が放牧を中心に自給飼料を主体とし

た土地利用型酪農を展開しているのに対して、北

海道（日本）酪農は海外からの濃厚飼料を大量に

消費する加工型畜産が展開していることである。

そのことが、海外の飼料価格高騰の影響をまとも

に受けることになり、日本酪農を危機的状況に追

い込んでいる。第2はそうした飼料構造のもとで

規模拡大が進められ牛舎施設などに多額の資金が

投下されたことで高コストの生産構造が出来上

がった結果、国際競争力を喪失している。第3に

通年舎飼いの飼養形態は、飼料給与やふん尿の搬

出などに多大の労働力を要求し、酪農を過重労働

の就業形態にしている。第4に以上のような問題

を生み出した背景として日本独特の農地制度であ

る零細分散錯圃制の存在である。第 5は規模拡大

による生乳の大量生産を目標としてきたため、品

質面での特徴のある生乳づくりへの取り組みが遅

れていることである。第6に高齢化の進展で離農

数が増大しているにもかかわらず後継者の育成や

新規参入者の受入態勢が整備されていないことで

ある。

これらの課題を解決しなければ、市場経済への

対応ができないばかりか、消費者からもその存在

意義を失い、ひいては酪農産業の崩壊を招きかね

ない。

そこで、北海道（日本）酪農が取りうる方策は

以下の点である。第 1に自給飼料に依存した酪農

への転換である。特に飼料基盤が豊富な北海道は、

放牧による低コスト酪農を目指すべきである。ま

た、農地の分散が著しい地区では農場制型 TMR

センターによる作業効率の向上を図るべきであろ

う。第2にオセアニアとの規模格差は大きいもの

の、そのためギブアップ論を展開するならば北海

道（日本）酪農の構造転換は進展せず、今後も政

策の庇護のもとで国際競争力からは取り残される

ことになるであろう。第3に有機酪農など特徴の

ある酪農の展開を行い、多様化する消費者需要に

応えるべきである。第4に農外からの新規参入者

受入制度の充実である。そのためには現在行われ

ている酪農予算において、畜舎、施設などのハー

ド面から新規参入者の受入システムや後継者の教

育システムなどソフト面への比重を増大させるべ

きである。

酪農が永続産業であるための長期的視点に立っ

た取り組みが生産現場のみならず政策においても

求められる。
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注1) PSEは農業を助成する施策の実施によって消費

者および納税者から生じ農家へ移転されたグロ

スの 1年当たり貨幣額を農家の段階で測定した

推計値である（経済協力開発機構 [8])。

付記

本論文は、 2007年9月29日に酪農学園大学で

開催された北海道農業経済学会の招待学術講演に

基づいて改稿したものである。改稿に際し、本誌

レフリーから頂戴した貴重なコメントおよび細部

にわたるチェックに謝意を表します。本論文に誤

りが含まれているならば、その全ての責任は筆者

に帰するものである。
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